様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２１年　８月１６日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ふじふいるむびじねすいのべーしょんかぶしきがいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称富士フイルムビジネスイノベーション株式会社
（ふりがな）まかや　ひさのり
                              （法人の場合）代表者の氏名  真茅　久則 印
住所　〒107-0052　東京都港区赤坂九丁目７番３号

法人番号　3010401026805　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・親会社である富士フイルムホールディングス「中期経営計画 VISION2023」
・当社ホームページ「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」

	公表日
	・２０２１年４月１５日 (中期経営計画 VISION2023)
・２０２１年６月９日 (デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み)

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・「中期経営計画 VISION2023」
親会社である富士フイルムホールディングスのホームページ上で公表
https://holdings.fujifilm.com/ja/about/vision
記載箇所：当社に相当する「ビジネスイノベーション」事業セグメントの事業戦略(P25)

・「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」
当社ホームページ上で公表
https://www.fujifilm.com/fb/company/dx

	記載内容抜粋
	富士フイルムホールディングスにおける当社の位置づけ：
富士フイルムホールディングスの「ヘルスケア」「マテリアルズ」「ビジネスイノベーション」「イメージング」の4事業セグメントのうち、当社は「ビジネスイノベーション」事業セグメントに相当します

・「中期経営計画 VISION2023」
生産性の向上・創造性の発揮をもたらす製品・ソリューションサービスをグローバルに提供することで、誰もが働きがいを得られる社会の変革に貢献する。

・「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」
当社は、富士フイルムホールディングス株式会社の2023年度を最終年度とする2021年～2023年度の中期経営計画「VISION2023」のもと、働き方改革・デジタルトランスフォーメーション(DX)を支援するソリューション・サービスをグローバルに提供します。また、デジタルを活用することによって生まれる新しい製品サービス、新しいビジネスモデル、新しい関係性を通じてあらたな価値を創出し、DXによるイノベーションを達成します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・「中期経営計画 VISION2023」
富士フイルムホールディングスの取締役会で承認、当社に相当する「ビジネスイノベーション」事業セグメントについては当社取締役会でも承認

・「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」
当社の取締役会から権限委譲された経営執行会議により承認



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」

	公表日
	　２０２１年６月９日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」
当社ホームページ上で公表
https://www.fujifilm.com/fb/company/dx
・「デジタルトランスフォーメーション(DX）の方法」
当社ホームページ上で公表
https://www.fujifilm.com/fb/solution/theme/dx

	記載内容抜粋
	デジタルを活用することによって生まれる新しい製品サービス、新しいビジネスモデル、新しい関係性を通じてあらたな価値を創出し、DXによるイノベーションを達成します。
【1】製品・サービスの提供を通じたお客様のDX推進
【2】自社業務の改革に向けたDX推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」
当社の取締役会から権限委譲された経営執行会議により承認



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ「デジタルトランスフォーメーション(DX）への取り組み」
【3】DX推進体制の整備とDX人材育成・教育強化

	記載内容抜粋
	(1)DX推進担当執行役員を任命し、その役員のもとにDX推進部門を設け、その部門が全社のDXを推進します
(2)富士フイルムグループでの取り組みの一環として、各部門でデジタルオフィサーを選任するとともに、人材育成や教育の強化を含めて、DX 推進に必要な施策を全社で強力に展開していきます



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【1】製品・サービスの提供を通じたお客様のDX推進
当社ホームページ「デジタルトランスフォーメーション(DX）の方法」

【2】自社業務の改革に向けたDX推進
当社ホームページ「デジタルトランスフォーメーション(DX)への取り組み」

	記載内容抜粋
	【1】製品・サービスの提供を通じたお客様のDX推進
下記のデジタル化のためのIT基盤を整備
・モノのデジタル化：紙を電子化するOCRや、文書の自動集計、証拠としての証明力が高い電子文書の作成など。
・コトのデジタル化：文書の振り分け自動化や、付帯業務の削減になる共有システム、定型作業をロボットが代行するRPA など。
・知識のデジタル化：専門性が必要な業務の体系化、熟練者が保有する知見のナレッジ化、大量データを処理しながら分類方法などを自動的に習得する機械学習など
【2】自社業務の改革に向けたDX推進
(1)基幹システムのレベルアップ
・基幹システムをレベルアップし、営業支援システムから販売管理、物流管理、経理までの一気通貫した業務を効率化します。
(2)経営情報管理システム構築
・アジアパシフィックの海外拠点を含めた関係会社の経営データを一つのベータベースに統合し、経営情報をみえる化し、経営をスピードアップします。
・損益情報のみならず資産情報も一元管理することで資産効率をアップし、ROIC注1、CCC注2を改善します。
注1 Return on Invested Capital：投下資本利益率
注2 キャッシュ・コンバージョン・サイクル：棚卸資産回転日数 + 営業債権回転日数 - 営業債務回転日数
(3)デジタル化施策によるお客様とのデータ連携とお客様サービスの強化
・電子契約・電子請求の仕組みを整備し、業務プロセスを大幅に短縮するとともに、お客様とのデータ連携・サービスを強化します。
・eコマースの仕組みを刷新し、お客様のさまざまなニーズに応えます。
・販売プロセスの中でのあらゆる情報を相互に連携し、お客様との関係性強化に活用します。
・SmartGlassなどの先端デバイスを活用したリモート保守サービスの拡大によって、お客様のご使用機器のさらなる安定稼働に努めます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	親会社である富士フイルムホールディングス「中期経営計画 VISION2023」

	公表日
	２０２１年４月１５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	親会社である富士フイルムホールディングスのホームページ上で公表
https://holdings.fujifilm.com/ja/about/vision
記載箇所：業績目標(セグメント別) (P15)
記載箇所：(当社に相当する)「働き方」分野の新たなKPI (P7)
記載箇所：参考資料：ROIC・減価償却費 (P31)

	記載内容抜粋
	【1】製品・サービスの提供を通じたお客様のDX推進
当社に相当する「ビジネスイノベーション」事業セグメントの「売上高」
2020年度業績予想：7,800億円
2021年度VISION2023：8,000億円
2023年度VISION2023：8,200億円
※「中期経営計画 VISION2023」（P15）より抜粋

(当社に相当する)「働き方」分野で新たなKPIを設定
ビジネスに革新をもたらすソリューション・サービスの提供により、働く人の生産性向上と創造性発揮を支援する働き方を2030年までに5,000万人に提供する
※「中期経営計画 VISION2023」（P7）より抜粋

【1】製品・サービスの提供を通じたお客様のDX推進
【2】自社業務の改革に向けたDX推進
当社に相当する「ビジネスイノベーション」事業セグメントの「ROIC」
2020年度業績予想：8.8%
2021年度VISION2023：9.1%
2023年度VISION2023：10.6%
※「中期経営計画 VISION2023」（P31）より抜粋



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	・２０２１年６月９日 (富士フイルムビジネスイノベーションDX推進への取り組み)
・２０２１年４月１日 (トップメッセージ)

	発信方法
	・当社ホームページ上で公表 「富士フイルムビジネスイノベーションDX推進への取り組み」
https://www.fujifilm.com/fb/company/dx
・当社ホームページ上で公表 「トップメッセージ」
https://www.fujifilm.com/fb/company/profile/message

	発信内容
	「富士フイルムビジネスイノベーションDX推進への取り組み」
当社は、富士フイルムホールディングス株式会社の2023年度を最終年度とする2021年～2023年度の中期経営計画「VISION2023」のもと、働き方改革・デジタルトランスフォーメーション（DX）を支援するソリューション・サービスをグローバルに提供します。また、デジタルを活用することによって生まれる新しい製品サービス、新しいビジネスモデル、新しい関係性を通じてあらたな価値を創出し、DXによるイノベーションを達成します。

「トップメッセージ」
当社は、長年にわたり培ってきた技術やノウハウによって、必要な情報を最適な形に変換し、迅速に配布・共有できる最善の手段を提供します。業務プロセス全体の最適化や、効果的な情報の伝達を支援することで企業とその先のお客様との繋がりを強化するなど、デジタルトランスフォーメーション(DX)の推進を通じ、ビジネスのあらゆる場面でお客様の課題解決や成長に貢献します。また、個々の企業の課題解決に貢献するだけでなく、自治体や地域コミュニティなどに視野を広げ、社会課題の解決に向け、人々の創造力を高める情報や知識の活用環境を構築いたします。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０２１年４月頃　～２０２１年５月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み
＜課題認識＞
・DX人材の確保・育成に向けた戦略・計画の具体化
・システム開発プロジェクトの評価方法・基準の課題洗出しと対応策検討



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０１３年５月頃　～（現在）

	実施内容
	■サイバーセキュリティに関する対策
情報セキュリティもサイバーセキュリティは富士フイルムグループ共通の取組みとして実施
＜情報セキュリティに関する各種ルールの整備と順守＞
「情報セキュリティ基本方針」の下、全社共通ルールを策定し、各種セキュリティ対策を徹底と定期的な従業員教育を実施
＜サイバー攻撃に対する対応＞
サイバーセキュリティ専門組織として富士フイルムグループ全体を網羅するFUJIFILM CERTを設置・運用
■セキュリティ監査及び継続的な改善
・外部セキュリティベンダーによるセキュリティアセスメントを実施するなどにより客観的なセキュリティ評価を実施し、毎年リスク抽出とアクションプランの策定を行い、グループ全体としてリスクマネジメントの有効性を担保
■情報セキュリティに関する事故・違反
富士フイルムグループでは、過去5年間、情報セキュリティに関連し、第三者もしくは規制当局から指摘され、社外に公開すべきと判断した深刻な事案はありませんでした。（2021年5月31日現在）
[bookmark: _GoBack]■セキスぺの人数：48名（FB単体）、102名（FBグループ）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

